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※５　【小間】
展示会・見本市などで展示場を仕切っているスペース、
一つの区画

全国へ広めたい岡山ブランド

おかやま観光コンベンション協会ホームページ

農産物の「おかやまブランド」
　　農業フェアへの出展予定回
数と場所、ＰＲ戦略は。
　　平成26年度は、初めての試
みとして、複数の小間をまとめ
た岡山市ブースの出展を１回予
定しており、市内農業者が参加
しやすいことから関西圏のフェ
アへの出展を考えている。
　ＰＲ戦略については、専門家
の指導を受けながら、参加する
農業者の意向も踏まえ検討した
い。
まちなか回遊アプリで
中心市街地を活性化
　　どのような機能を持たせる
のか。
　　まち歩き等に寄与するアプ
リを提供することにより、イオ
ンモール岡山の開業による集客
効果を周辺エリアへも波及させ、
中心市街地の新たな魅力発見と
回遊性の向上を図る。
　中心市街地の歴史や文化、イ
ベントなどポイントを回遊でき
る仕組みと、アプリのダウンロ
ードを増やすための宣伝方法な
ど、楽しんで使ってもらうため
の企画・開発等の提案を広く募
集する。

25人の議員が行った質問の中から、いくつかを取り上げて要旨を掲載個 人 質 問

市民に愛される台所
　　岡山市中央卸売市場の
今後の展望は。
　　平成25年は移転開場
30周年記念行事として市場
感謝デーを開催し４万
5,000人の来場者があり、
市場のＰＲができた。また、
26年には、安全・安心な人

工飼育水である好適環境水で育
てた魚類を本市の市場に出荷し
ている学校法人加計学園と、包
括連携協定を締結するなど、市
場の活性化に取り組んでいる。
　今後も、独自の取り組みを積
極的に行い、市民に愛される台
所にしていきたい。
大河ドラマを契機に
観光客を誘致
　　黒田官兵衛ゆかりの地高松
城址公園の観光活性化策は。
　　より多くの来訪を促すため
に、高松城水攻めパンフレット
の増刷や周辺散策マップの作成、
おかやま観光コンベンション協
会のホームページへの特集掲載、
ＮＨＫ大河ドラマのガイドブッ
クへの掲載など全国に向けた情
報発信を行って
いる。
　平成26年度
には、黒田官兵
衛や高松城水攻
めに関するテー
マで岡山城の
春・秋の特別展
を開催、ＪＲ吉
備線での官兵衛
ラッピング列車

の運行など、観光客へのおもて
なしを積極的に行いたい。
岡山市求人開拓事業で
若者と企業をマッチング
　　正確な企業情報を収集でき
るのか。また、必要な情報はハ
ローワークでも公開してはどう
か。
　　平成26年度は、市が委託し
た業者が市内の中小企業を個別
訪問し、学生が必要とする職種
や業務内容等も含んだ項目につ
いて調査する。その結果は、大
学のキャリアセンターのほか、
必要に応じて新卒応援ハローワ
ーク等へ提供することも検討し
たい。
情報発信の強化で企業誘致
　　本市独自の企業誘致の取り
組みと広報活動は。
　　製造業や研究所、コールセ
ンターなどを対象に、首都圏や
関西などを中心に企業アンケー
トに基づいた活動を行っており、
事業計画がある場合は訪問する
など本市への立地を継続的に働
き掛けている。
　ホームページやパンフレット
での情報発信に加え、平成26年
度は東京で開催される企業立地
フェア等にも出展する。

スマートフォンやタブレットパソコン等に対応した特定の目的を実
現するためのソフトウェア

※６　【アプリ】

※５

※６
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市民活動中の事故等を補償
　　岡山市市民活動保険制度の
活用状況は。また、課題とより
良い制度にするための取り組み
は。
　　平成25年４月から26年２
月末までで、死亡事故２件を含
む76件（北区44、中区10、東
区10、南区12）が制度の適用
となった。
　団体別では、町内会等の地域
団体が63件、その他のボランテ
ィア団体やＮＰＯ法人等が13件。
　主な活動内容は、草刈り等の
清掃活動中が34件、盆踊り等の
行事の際が９件、町内での配付
活動中が５件など。
　今後も、継続的な制度の周知
に努め、より安全に配慮した活
動を市民活動団体へお願いして
いきたい。

地域住民主体で
「緑と水の道」の整備が実現
　　岡山県総合グラウンド南側
の観音寺用水周辺の「緑と水の
道」を、もっとアピールすべき
では。
　　全体の整備方針から完成後
の管理、運営まで具体的な計画
を立てるなど、地域住民が主体
となって、本市、岡山県と協働
で緑と水をキーワードに、豊か
な緑と用水の流れ等を親しむ空
間として整備する。

緑と水の道～北区京山地区～

　現地にモニュメントや案内板
を設置し、建設までの経緯や活
動状況を記載するとともに、市
の広報紙やホームページ等で紹
介する。
車道照明もＬＥＤ化へ
　　①道路照明の点検結果と対
策は。②ＬＥＤ化の取り組み状
況と今後の計画は。
　　①平成25年度に市内481基
の道路照明灯を点検し、倒壊の
恐れはないが照明柱等の劣化が
あった37基のうち27基を更新
した。残りの10基も26年度に
修繕する予定。
　②一部の歩道照明はＬＥＤ化
に取り組んでいるが、近年、性
能の確認やコストの低廉化が進
み、国や自治体での実績も増え
ていることから、車道にＬＥＤ
照明を導入できる運用指針の策

定を進めている。
ＡＥＤの
さらなる設置を
　　市内の設置数
は。また、講習会
の開催予定は。
　　多数の市民が
利用する施設を中
心に、小・中学校

や公民館など、238の市有施設
に243台。また、市民への使用
承諾を得ている156の民間施設
に214台が設置されており、合
計は394施設457台。
　平成26年度は市民を対象とし
た講習会を約230回予定してい
る。
疾病や重症化の予防で
国民健康保険の医療費を抑制
　　医療費の増大を抑制するた
めの予防医療への政策展開は。
　　平成26年度から、国保被保

険者以外も対象として、がん検
診とセットで行う40歳休日セッ
ト健診や主に若年者への禁煙治
療費の助成を行い、疾病予防と
健康増進を図る。
　また、健診結果で医療受診が
必要となったにもかかわらず、
受診していない人を対象に、市
の保健師が直接訪問して受診を
勧奨し、重症化を予防する事業
も行う。
南海トラフ巨大地震で
約７万2,000人が帰宅困難に
　　災害時帰宅困難者への支援
策は。
　　本市の被害想定結果では、
約７万2,000人が帰宅困難にな
る。混乱を防止するため、商工
会議所等を通じて、各事業者へ
従業員の一時的な避難待機や企
業内備蓄の確保などを依頼して
いる。
　また、岡山駅での帰宅困難者
等に対して、隣接する岡山コン
ベンションセンターを一時避難
場所として開放する協定を締結
している。ＪＲ西日本には、駅
構内の活用に関して協力しても
らう。
　さらに、災害時帰宅者につい
ては、水、トイレ、一時的な休
憩場所の提供等の支援を行う協
定を民間事業者と締結している。
災害に備えた学校への備蓄
　　避難所である学校に一定の
備蓄をすべきでは。
　　備蓄倉庫等の屋外設置だけ
でなく、余裕教室等の使用も含
めて検討する必要がある。
　教室の使用状況については毎
年度調査を実施しているが、平
成26年度は改めて余裕教室とい
う視点から精査し、その結果を
踏まえて関係部署との協議を進
め、学校への適切な備蓄につい
て検討したい。
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障がい者の一般就労を
さらに推進
　　課題と必要な取り組みは。
　　就労継続支援Ａ型事業所が
多いにもかかわらず、一般就労
に結びついていないことが最大
の課題であり、一般就労への移
行支援や定着支援など、個別の
支援を補強していく必要がある。
　平成26年度には、障害福祉課
に就労・自立支援係を設置し、
障害者自立支援協議会のメンバ
ーを充実させ、現状の分析、必
要な施策、関係者それぞれが行
う取り組みを洗い出す。その結
果を障害福祉計画の改訂に盛り
込み、自立支援につなげる取り
組みを推進したい。
教育支援員
年間を通じた配置へ
　　岡山っ子スタート・サポー
ト事業の平成25年度の教育支援
員の人数とこれまでの成果、26
年度に拡充される人数、拡充額
は。
　　就学前と小学校との学習環
境や生活環境の違いにとまどい
を感じる小学１年生を支援する
ため、25年度は124人の教育支
援員を配置しており、各学校か
らの実施報告書により、毎年度
効果を検証している。
　26年度も配置基準は変わらな
いが、２学期末までの配置を３
学期まで延長する。拡充額は約
3,800万円。
放課後児童クラブは
27年度から市が実施主体へ
　　市が主体となる事業を、市
が支援したり相談を受けたりす
るのは矛盾しないか。
　　従来とは異なり、条例で児
童クラブの設備や運営の基準を

定め、各児童クラブが提供する
サービスの標準化を図るなど、
市が主体的に事業を実施したい
と考えている。
　市が行う支援や相談は、運営
の実務を行う運営委員会から要
望が多かった経理や事務などに
ついての負担軽減を図るため実
施する予定である。
専門知識と十分な経験で
学校問題に対応
　　学校問題解決サポートチー
ムの対応状況は。
　　平成25年度は12月末まで
に学校問題相談窓口で225件対
応し、サポートチームが支援し
た件数は４件、延べ107回の助
言を行った。保護者と学校の連
携がうまくいかずにトラブルが
長期化・深刻化しているケース
などが多く、弁護士等が事案の
整理や対応の助言を継続的に行
っている。
　また、自傷行為や家出など命
にかかわるような事案で７件、
延べ30回、臨床心理士を学校へ
派遣し、問題の深刻化を防いで
いる。
関係機関と連携し
生活困窮者の
情報を収集
　　情報の一
元化に向けた
取り組みは。
　　関係機関
の連携に加え、
特に水道や電
気事業者に対
して、料金滞
納者のうち生
活困窮者と思
われる世帯へ、
生活に困った

ときは福祉事務所に相談するよ
う促すチラシの配布を依頼して
いる。
　また、平成25年12月に開設
した「岡山市寄り添いサポート
センター」のチラシを市役所内
に配置し、相談支援窓口につい
て周知を図っている。
　情報の一元化については、福
祉事務所や地域包括支援センタ
ーなど関係部局で連携し、情報
の共有化に努めたい。
介護予防ポイントで
運動やリハビリを推進
　　①介護予防ポイント事業に
登録できる事業所の基準は。②
利用条件と料金、実施期間と年
間利用者の見込み数は。
　　①介護予防のための設備や
器具を備え、指導員が配置され
た市内事業所。現在、北区18、
中区４、東区３、南区８、計33
事業所の登録があり、どの区の
人でも利用できる。
　②65歳以上で要支援・要介護
の認定を受けていた人が改善し
て非該当となった場合利用でき
る。料金は個々の事業所が設定
した額になる。実施期間は平成
29年度末までの予定で、26年
度は約500人の利用者を見込ん
でいる。

用語解説 ※７　【就労継続支援Ａ型事業所】
障害者自立支援法に基づく就労継続支援のための施設で、Ａ型
とＢ型がある。Ａ型は雇用契約を結び、原則として最低賃金を
保障する雇用型で、Ｂ型は契約を結ばない非雇用型

高齢者が自ら介護予防に取り組んでいることをポイント評価
し、たまったポイント数（参加回数）に応じて換金等ができ
るもの

※８　【介護予防ポイント】

介護予防ポイント制度のしくみ

※７

※８


